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1.  平成22年3月期第3四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 15,268 △20.7 △292 ― △371 ― △414 ―

21年3月期第3四半期 19,244 ― △416 ― △489 ― △884 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 △36.12 ―

21年3月期第3四半期 △85.26 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 15,922 1,228 7.7 104.30
21年3月期 16,322 1,145 7.0 110.47

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  1,228百万円 21年3月期  1,145百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
22年3月期 ― 0.00 ―

22年3月期 
（予想）

0.00 0.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 23,000 △14.3 157 ― 47 ― 10 ― 0.87



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
詳細は４ページ〔定性的情報・財務諸表等〕４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

詳細は４ページ〔定性的情報・財務諸表等〕４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断した見通しであり、実際の業績は様々な要因により予想数値と異なる場合があ
ります。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 11,780,800株 21年3月期  10,367,800株

② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期  ―株 21年3月期  ―株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第3四半期 11,467,370株 21年3月期第3四半期 10,367,800株



 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の大幅な悪化が続いておりますが生産は徐々に改

善し、設備投資も下げ止まりつつあり、輸出もアジア向けを中心に緩やかに増加基調にあります。しかし、雇

用・所得環境においては、失業率が依然高水準で推移し、雇用者所得が大幅に減少する等、厳しい状況が続く

中、エコポイント制度等の各種経済対策の効果から耐久消費財を中心に個人消費も持ち直し傾向が続くことが期

待される一方で、デフレや公共投資の減少等による景気回復の下押しリスクの顕在化が懸念される中、先行きに

慎重な見方をせざるを得ない状況が続いております。 

 住宅業界におきましても、厳しい雇用、所得環境を背景として消費者の住宅取得意欲は低下し、受注環境は非

常に厳しい状況が続いております。 

 このような市場環境下、当社グループは、コスト削減の徹底と受注活動の一層の強化に努めてまいりました。 

 販売面では、プレーンな住まいに自分のスタイルをクリエイトする「ＳＭＡＲＴ ＳＴＹＬＥ Ｃ」を体感で

きる「ウチコレ発表会」の開催や「総額5,000万円建築資金プレゼントキャンペーン」など積極的な営業展開をす

すめてまいりました。 

 以上の結果、北海道内の需要総体が低迷する中、地域密着型営業を推し進め、受注促進に努めましたが、消費

者の住宅取得意欲の低下により住宅工事請負事業、分譲事業ともに受注が低調に推移し、当第３四半期連結累計

期間における当社グループの業績は、売上高１５２億６８百万円(前年同期比20.7％減）となりましたが、利益面

では、２億９２百万円の営業損失（前年同期は４億１６百万円の営業損失）、経常損失は３億７１百万円（前年

同期は４億８９百万円の経常損失）、また、早期割増退職金１５百万円の特別損失を計上し、四半期純損失は４

億１４百万円(前年同期は８億８４百万円の四半期純損失）となりました。 

  当社グループの売上高は建物の完成引渡しが第２四半期、第４四半期に集中し、第１四半期、第３四半期の売

上高の割合が低くなるという事業特性があります。 

 なお、セグメント別の状況は以下のとおりであります。 

  

（住宅工事請負事業） 

 当事業の売上は、個人住宅、アパートメント等の工事請負であります。 

  当第３四半期連結累計期間は、引き続き競合が激化する中、受注促進とコスト削減に努めましたが、売上高は

９７億８６百万円（前年同期比20.8％減）となり、営業利益は３億１８百万円(前年同期比12.2％減）となりまし

た。 

  

（分譲事業） 

 当事業の売上は、土地付分譲住宅及び分譲宅地の販売によるものであります。 

  当第３四半期連結累計期間は、分譲販売促進に努めましたが、販売が低調に推移したため、売上高２９億９４

百万円（前年同期比27.8％減）となり、営業損失は６億４０百万円（前年同期は８億８８百万円の営業損失）と

なりました。 

 
（その他事業） 

 当事業の売上は、主にリフォーム等のホームイング工事の受注によるものであります。 

 当第３四半期連結累計期間の売上高は２４億８７百万円（前年同期比9.0％減）、営業利益は９６百万円（前年

同期比42.2％減）となりました。 

  

  当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ、３億９９百万円減少し、１５９億２２百万

 円となりました。主な要因は、在庫削減による販売用不動産の減少額１４億３７百万円と仕掛の増加による未成支

 出金の増加額９億５百万円等によるものであります。 

  負債合計は前連結会計年度末と比べ、４億８３百万円減少し、１４６億９３百万円となりました。主な要因は、

 仕掛の増加による未成受入金の増加額５億５０百万円と、支払手形・工事未払金等の減少額９億１０百万円等によ

 るものであります。  

  純資産は前連結会計年度末と比べ、８３百万円増加し、１２億２８百万円となりました。主な要因は、第三者割

 当増資によるものであります。 

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報



  今後の見通しにつきましては、企業収益の落ち込みを背景に、雇用・所得環境は依然先行きが見えない状況が 

 続くものと予想されます。 

  当社グループは更なるコスト削減に徹し、地域密着型営業の更なる強化、付加価値の高い住まいの提案等に努 

 めてまいります。 

  平成22年３月期通期連結業績予想（平成21年11月10日公表）の変更はありません。 

  

 該当事項はありません。   

  

 ①固定資産の減価償却費の算定方法 

    定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法 

  によっております。 

  ②法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

    法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法 

  によっております。 

    繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異の発 

  生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタック 

  ス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

 ○完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

   請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に 

 関する会計基準」(企業会計基準第１５号 平成１９年１２月２７日）及び「工事契約に関する会計基準の 

 適用指針」（企業会計基準適用指針第１８号 平成１９年１２月２７日）を第１四半期連結会計期間より適 

 用し、第１四半期連結会計期間より着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分に 

 ついて成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のもの等を除く）については工事進行基準を、そ 

 の他の工事については工事完成基準を適用しております。 

  なお、当第３四半期連結会計期間末においては工事進行基準を適用しているものがないため、これによる 

 売上高、営業損失、経常損失及び、税金等調整前四半期純損失への影響はありません。 

３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 587,648 470,964

受取手形・完成工事未収入金等 135,254 559,864

販売用不動産 8,224,652 9,662,433

未成工事支出金 1,532,213 627,105

仕掛販売用不動産 2,321,968 2,520,043

貯蔵品 11,503 9,042

繰延税金資産 22,534 18,568

その他 988,940 358,231

貸倒引当金 △23,693 △2,322

流動資産合計 13,801,022 14,223,930

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,522,361 1,515,615

減価償却累計額 △919,617 △931,572

建物及び構築物（純額） 602,744 584,042

土地 1,185,639 1,185,639

建設仮勘定 － 3,753

その他 311,905 328,593

減価償却累計額 △274,205 △274,198

その他（純額） 37,700 54,395

有形固定資産合計 1,826,083 1,827,831

無形固定資産 26,331 28,471

投資その他の資産   

投資有価証券 157,649 160,343

繰延税金資産 11,175 7,490

その他 114,891 82,095

貸倒引当金 △14,905 △8,000

投資その他の資産合計 268,811 241,929

固定資産合計 2,121,227 2,098,232

資産合計 15,922,249 16,322,162



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 1,765,221 2,675,363

短期借入金 7,518,170 7,244,720

1年内返済予定の長期借入金 328,080 320,860

未払法人税等 30,548 39,145

繰延税金負債 20,512 33,659

未成工事受入金 1,849,814 1,298,948

不動産事業受入金 29,649 19,565

預り金 414,442 489,000

賞与引当金 58,507 144,122

完成工事補償引当金 48,503 57,610

その他 346,037 439,112

流動負債合計 12,409,486 12,762,109

固定負債   

社債 200,000 200,000

長期借入金 1,755,000 1,896,510

退職給付引当金 27,350 16,693

役員退職慰労引当金 105,523 101,720

その他 196,173 199,747

固定負債合計 2,284,047 2,414,671

負債合計 14,693,533 15,176,780

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,238,602 988,501

資本剰余金 397,208 505,001

利益剰余金 △361,182 △304,900

株主資本合計 1,274,628 1,188,601

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △45,913 △43,219

評価・換算差額等合計 △45,913 △43,219

純資産合計 1,228,715 1,145,382

負債純資産合計 15,922,249 16,322,162



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 19,244,448 15,268,140

売上原価 16,419,654 13,099,712

売上総利益 2,824,794 2,168,427

販売費及び一般管理費   

従業員給料手当 1,339,808 959,327

賞与 119,555 67,995

賞与引当金繰入額 67,394 35,587

退職給付費用 75,240 103,420

役員退職慰労引当金繰入額 11,391 3,803

広告宣伝費 417,336 418,662

貸倒引当金繰入額 － 28,590

その他 1,210,618 843,435

販売費及び一般管理費合計 3,241,344 2,460,823

営業損失（△） △416,550 △292,395

営業外収益   

受取利息 4,311 4,943

受取配当金 2,279 2,290

受取手数料 27,173 21,832

保険料還付金 － 18,858

その他 27,819 29,813

営業外収益合計 61,584 77,739

営業外費用   

支払利息 124,684 145,978

社債利息 3,280 3,245

その他 6,877 7,273

営業外費用合計 134,842 156,498

経常損失（△） △489,808 △371,154

特別利益   

固定資産売却益 2,675 259

貸倒引当金戻入額 2,139 －

特別利益合計 4,815 259

特別損失   

固定資産売却損 2,269 10

固定資産除却損 24,696 7,159

投資有価証券評価損 79,599 －

たな卸資産評価損 86,522 －

早期割増退職金 － 15,930

特別損失合計 193,088 23,100

税金等調整前四半期純損失（△） △678,081 △393,995

法人税、住民税及び事業税 55,092 40,976



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

法人税等調整額 150,832 △20,797

法人税等合計 205,924 20,179

四半期純損失（△） △884,006 △414,174



（第３四半期連結会計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 4,934,364 4,438,955

売上原価 4,195,573 3,866,695

売上総利益 738,790 572,259

販売費及び一般管理費   

従業員給料手当 455,024 307,597

賞与引当金繰入額 62,130 28,034

退職給付費用 24,475 33,566

役員退職慰労引当金繰入額 3,803 －

広告宣伝費 131,302 120,802

貸倒引当金繰入額 － 20,311

その他 366,202 238,109

販売費及び一般管理費合計 1,042,937 748,421

営業損失（△） △304,147 △176,161

営業外収益   

受取利息 1,053 1,372

受取配当金 817 807

受取手数料 10,183 6,869

その他 10,778 9,860

営業外収益合計 22,833 18,909

営業外費用   

支払利息 38,153 45,597

社債利息 1,083 1,083

その他 1,692 1,797

営業外費用合計 40,929 48,478

経常損失（△） △322,243 △205,730

特別利益   

固定資産売却益 2,675 5

貸倒引当金戻入額 367 －

特別利益合計 3,043 5

特別損失   

固定資産売却損 － 6

固定資産除却損 4,193 －

投資有価証券評価損 79,599 －

早期割増退職金 － 15,930

特別損失合計 83,793 15,937

税金等調整前四半期純損失（△） △402,994 △221,662

法人税、住民税及び事業税 22,821 12,580

法人税等調整額 96,304 △8,810

法人税等合計 119,126 3,769

四半期純損失（△） △522,120 △225,432



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △678,081 △393,995

減価償却費 75,334 61,927

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,139 28,276

賞与引当金の増減額（△は減少） △41,057 △85,615

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,275 10,657

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △288 △9,106

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11,391 3,803

受取利息及び受取配当金 △6,591 △7,234

支払利息 124,684 145,978

社債利息 3,280 3,245

有形固定資産除却損 24,696 7,159

有形固定資産売却損益（△は益） △406 △248

投資有価証券評価損益（△は益） 79,599 －

売上債権の増減額（△は増加） 288,602 424,610

たな卸資産評価損 224,149 95,009

たな卸資産の増減額（△は増加） △524,710 633,275

前渡金の増減額（△は増加） △184,465 151

仕入債務の増減額（△は減少） △1,017,117 △910,142

未成工事受入金の増減額（△は減少） 692,013 560,949

預り金の増減額（△は減少） △4,434 △74,558

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,275 △37,601

その他 4,924 △120,387

小計 △936,616 336,154

利息及び配当金の受取額 6,591 7,234

利息の支払額 △109,347 △130,778

法人税等の支払額 △23,555 △47,591

法人税等の還付額 － 682

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,062,928 165,700

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △90,000 △50,000

定期預金の払戻による収入 40,000 10,000

有形固定資産の取得による支出 △81,128 △68,442

有形固定資産の売却による収入 62,253 567

無形固定資産の取得による支出 △3,064 △480

貸付けによる支出 △1,259,000 △732,151

貸付金の回収による収入 1,327,634 112,126

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,304 △728,379

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,574,930 273,450

長期借入れによる収入 260,000 －

長期借入金の返済による支出 △100,100 △134,290

株式の発行による収入 － 500,202

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,734,830 639,362

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 668,596 76,683

現金及び現金同等物の期首残高 622,469 445,964

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,291,066 522,648



 該当事項はありません。 

  

   前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

  当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

     （注）１.事業区分の方法 

               事業の種類、商品の存在形態、販売市場等の類似性及び業態を考慮して区分しております。 

            ２.各事業区分別の主要商品及び事業内容は次のとおりであります。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

住宅工事請負

事業 

（千円）  

分譲事業 

（千円） 

その他事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円）  

連結 

（千円） 

 売上高              

（１）外部顧客に対する売上高  12,362,444 4,147,678   2,734,325 19,244,448           －  19,244,448

（２）セグメント間の内部売上 

   高又は振替高  
         －         －         －         －           －        －

計   12,362,444  4,147,678   2,734,325 19,244,448           －  19,244,448

 営業利益又は営業損失（△）      363,112  △888,180    167,270  △357,797    (58,752)   △416,550

  

住宅工事請負

事業 

（千円）  

分譲事業 

（千円） 

その他事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円）  

連結 

（千円） 

 売上高              

（１）外部顧客に対する売上高    9,786,557   2,994,226   2,487,355  15,268,140           －  15,268,140

（２）セグメント間の内部売上 

   高又は振替高  
         －         －         －         －           －          －

計    9,786,557  2,994,226   2,487,355  15,268,140          －  15,268,140

 営業利益又は営業損失（△）      318,908   △640,630     96,657 △225,063  (67,331)  △292,395

 事業区分  主要商品及び事業内容 

 住宅工事請負事業 

 木質住宅の建築工事請負 

  ビル・マンション等の建築工事請負 

  増築工事請負 

  保険代理店業務  

 分譲事業  土地付分譲住宅の施工・販売、分譲宅地の販売、保険代理店業務 

 その他事業 

 不動産の仲介 

  建築確認申請及び調査 

  改築等のリフォーム工事請負 

  アパート等の管理  



      ３.会計方針の変更 

      前第３四半期連結累計期間 

              (棚卸資産の評価に関する会計基準） 

            「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載したとおり、第１四半期連 

             結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成１８年７月５日）が 

             適用されたことに伴い、当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

             の分譲事業の営業損失は92,211千円増加しております。 

  

      ４.追加情報 

            前第３四半期連結累計期間 

              (販売用不動産取得に係る費用の会計処理の方法） 

             「追加情報」に記載したとおり、第１四半期連結会計期間より、不動産取得税、特別土地保有税（取得 

             分）及び不動産登記費用について、たな卸資産の取得原価に含めて計上することにしております。これ 

             により、当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）の分譲事業の営 

             業損失は16,866千円減少しております。 

  

  前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計 

  期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子 

  会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

  前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計 

  期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）において、海外売上高がないため該当事項はありま 

  せん。 

  

  当社は、平成21年６月１日付で、ミサワホーム株式会社から第三者割当増資の払い込みを受けました。こ 

 の結果、当第３四半期連結累計期間において、資本金、資本準備金はそれぞれ250,101千円増加しました。 

    また、平成21年６月26日開催の定時株主総会決議で資本準備金を357,893千円減少させ、その他資本剰余 

  金に振替え、全額をその他利益剰余金の損失のてん補に充当したことにより、当第３四半期連結会計期間末 

  において、資本金が1,238,602千円、資本準備金が397,208千円となっております。 

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



（１）生産実績 

        建設業における施工能力（生産能力）は、施工監理、施工技術、機械力、労働力、資金力及び資金調達力 

      等の総合によるものであり、工事内容が多様化しており、当社は外注に依存している割合が高く、具体的に 

      表示することが困難であるため、特に記載しておりません。 

  

（２）受注状況 

                                             （単位：百万円） 

        (注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

      

  （３）販売実績 

                                             （単位：百万円） 

    （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。  

６．生産、受注販売の状況

事業の種類別 

セグメントの名称 

前第３四半期連結累計期間 

自 平成20年４月１日 

至 平成20年12月31日  
  

当第３四半期連結累計期間 

自 平成21年４月１日 

至 平成21年12月31日  
  

  

  

  受注高 受注残高 受注高 受注残高 増減率（％）  

住宅工事請負事業  10,593       8,061        8,677        6,798      △18.1      △15.7

分譲事業        4,430 1,273        3,208          742      △27.6      △41.7

合計       15,023        9,335       11,885        7,540      △20.9      △19.2

  

事業の種類別  

セグメントの名称   

  

  

前第３四半期連結累計期間 

自 平成20年４月１日 

至 平成20年12月31日  

当第３四半期連結累計期間 

自 平成21年４月１日 

至 平成21年12月31日  

  

金額 構成比（％） 金額  構成比（％） 増減率（％） 

住 

宅 

工 

事 

請 

負 

事 

業  

個人住宅       10,535         54.7        8,741         57.2           △17.0

アパート・ビル・マンション       1,544           8.0          762           5.0            △50.6

増築工事         282           1.5           283          1.9             0.2

小計       12,362         64.2         9,786          64.1            △20.8

分 

譲 

事 

業  

土地付分譲住宅等        4,147          21.6        2,994         19.6            △27.8

その他事業        2,734          14.2         2,487          16.3             △9.0

合計       19,244         100.0        15,268         100.0            △20.7
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